	中小企業経営資源融合促進

（平成23年度補正予算）


平成  年  月  日
提   案   書
独立行政法人　中小企業基盤整備機構
  理事長　高田　坦史  あて
                                                会社名
                                                代表者名                   印
 　中小企業経営資源融合促進出資事業に係る投資事業有限責任組合への出資につきまして、「中小企業経営資源融合促進出資事業の主な要件」（募集要項別紙）に記載の出資要件及び募集要項に記載のその他の要件を承諾した上で、下記のとおり提案いたします。
記
１．投資事業有限責任組合名    
２．組合設立（予定）時期　　　　　　平成　　年　　月　　日
３．中小機構出資期待額      　　　　　                  円
	組合員区分
	組合員名
	出資予定額
	適格機関投資家
	備  考

	無限責任組合員
	
	
	
	

	  有限責任組合員
	中小企業基盤整備機構
	(Ａ)
	
	

	  有限責任組合員
	
	
	
	

	  有限責任組合員
	
	
	
	

	合    計
	
	(Ｂ)
	
	


   　※無限責任組合員（以下ＧＰ）が複数名の場合は、各ＧＰごとに出資予定額を記入
※他の有限責任組合員が未定の場合は、備考欄に予定人数を記入
※(Ａ)は(Ｂ)の2分の1以内（但し、地方公共団体と合わせて2分の1以内）
※(Ａ)＞30億円の場合、適格機関投資家がその超過額を上回る金額又は5億円のいずれかの高い額以上を出資すること
※ＧＰの出資額≧(Ｂ)×1％
　ただし、機構以外に適格機関投資家が出資していない場合はＧＰ≧(Ｂ)×10％
※適格機関投資家の欄に○×を記入
４．添付書類
  (1) 組合設立趣意書
  (2) 確定申告書（写）（決算書・直近３期分）
  (3) 商業登記簿謄本（直近の会社情報を反映したもの）
  (4) 会社案内・パンフレット
  (5) 組合契約書（既に設立されている組合への出資を希望される場合。最新版）
  (6) その他資料
Ⅰ．無限責任組合員の概要
	会社名
	

	所在地
	

	電話
	

	ＦＡＸ
	

	連絡部署・担当者
	

	設立年月日
	

	資本金
	

	役員数・従業員数
	役員数  人（うち非常勤  人）、従業員数  人（うち非常勤  人）

	代表者及び役員
 ※常勤・非常勤をカッ
 コ書で明記すること
	

	 主要株主及び持株比率
※上位5名以上を明記すること
	

	関連企業、グルー
プ内での位置づけ
当該企業との取引状況、出向者の有無等
	

	沿革
	

	事業内容
	

	会社の特色、投資
事業における特色
	


１．経営基盤
  (1) 決算状況と今後の見込み
　【単位：百万円】
	
	○/○期（実績）
	○/○期（実績）
	○/○期（実績）
	○/○期（見込）

	売上
	
	
	
	

	経常利益
	
	
	
	

	当期利益
	
	
	
	

	自己資本
	
	
	
	

	自己資本比率
	
	
	
	


※翌期以降の計画についても別途記載
　　
  (2) 組織体制
  (3) 経営者及び役員の履歴
２．投資事業等の実績
  (1) 投資事業組合等の設立実績及び今後の設立予定
  (2) 会社本体及びこれまでに設立した投資事業組合等の投資実績
                                         （会社本体と投資事業組合等を区別）
　(3) 投資先に対するハンズオン支援の具体的な内容（事例等）
Ⅱ．組合の概要
１．投資事業に係る基本方針
  (1) 本組合の事業目的
  (2) 企業支援の具体的な内容
  (3) 投資対象（主な投資対象と中小企業への投資）
  (4) 投資形態・投資規模
  (5) 回収方法
  (6) 想定ＩＲＲ及びその根拠
２．ファンド組成計画
  (1) 投資候補先の状況
  (2) 組合総出資額を設定した根拠
  (3) 存続期間
  (4) 投資期間
  (5) 払込方法（一括払い/分割払いの別）
  (6) 出資予定総額に対する募集・応募状況
  (7) 予定される他の有限責任組合員（中小機構以外）
  (8) 機構出資の必要性
　　　※中小機構出資比率を組合総出資額の一定割合とする場合はその旨も記載
(9) 管理報酬
  (10)成功報酬
　
　(11)民間出資者に対する優先分配の有無及びその内容
  (12)組合組成に関する法令上の問題の有無及びその内容
３．本組合の運営体制及び運営方法
 (1) 運営体制・担当者について
  (2) 発掘から投資決定に至るプロセス（発掘・調査・選定）
  (3) 投資から出口までの支援プロセス（支援内容・方法、モニタリング等）
  (4) 中立性の担保（利益相反の防止策）
  (5) 管理体制
  (6) 投資委員会又は投資検討会
４．上記以外の特記事項
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４

